
区分
（小）

区分
（大） 内容（課題） 改善計画 改善結果

（1） 相談支援事業は、利用者がその有する能力及
び適正に応じ、自立した日常生活又は社会生活を
営むことができる様に配慮して行われていますか。 A

（2） 利用者の心身の状況、その置かれている環境
等に応じて、利用者等の選択に基づき、適切な保
健、医療、福祉、就労支援、教育などのサービス(福
祉サービス等）が、多様な事業者から総合的かつ効
率的に提供されるよう配慮されていますか。

A

（3） 利用者等の意思及び人格を尊重し、常に利用
者等の立場に立って、福祉サービス等が特定の種
類や特定の障害福祉サービス事業者に不当に偏る
ことのないよう、公正中立に行われていますか。

A

（4） 市町村、障害福祉サービス事業者等と連携を
図り、地域において必要な社会資源の改善及び開
発に努めていますか。

B

（5） 自ら提供する指定相談支援の評価を行い、常
に改善を図っていますか。 B

（1） 相談支援事業所は、専らその職務に従事する
相談支援専門員を1人以上置いていますか。 A

（2） 相談支援専門員は資格要件を満たしています
か。 A

福祉サービス評価（自己評価）結果票（相談事業所）               支援センターきつねあな

第１ 基本方針

１　基本方針

１　従業員の員数（相談支援専門員）

A

A

・時間に追われたり、ケースが急に重なる
と十分に考慮が出来ずに、計画を進めてし
まう。
・現存しているサービスや社会資源の把握
には努めているが、インフォーマルな資源
や内容の幅を広げるには至っていない。
・利用者の意思を尊重し、利用者に寄り添
いできるだけ利用者の自己選択・決定を優
先している。
・同一法人の事業所を優先して紹介する傾
向にある。
・利用者の言動により、自分の支援を振り
返り改善に心がけている。自己評価は年１
回
・利用者本人とご家族で希望のズレが生じ
ることがある。
・利用者一人ひとりのニーズに沿って相談
支援を提供していたが、自身の計画を省
みることがあまりなかった。
・可能な限り、関係機関と情報を共有した。
・ネットを利用し新しい情報を得た。
・多様な事業者と連携し利用に適切なサー
ビスを提供出来るよう努力しているが、精
神医療機関関係者との関係が十分とはい
えない。

・家族を含めての担当者会議を行
い、すり合わせをしていく。
・再アセスを含めた計画の見直し
が必要。

・精神医療機関との円滑な連携づ
くりの為に行政の保健医療担当者
を介した関係作りを強化する。

第２　人員に関する基準

２　管理者

評価項目
自己評価



相談支援事業所は、専らその服務に従事する管理
者を置いていますか。 A A

（1） 管理者及び従業者と労働契約を交わしていま
すか。
労働条件通知書を交付していますか。 A

（2） 従業者及び管理者は、正当な理由なく、業務上
知り得た利用者又は家族の秘密を漏らしていませ
んか。 A

（3） 従業者及び管理者であった者が、、正当な理由
なく業務上知り得た利用者等の秘密を漏らすことの
ないよう、誓約書を徴するなど必要な措置を講じて
いますか。

A

（1） 利用申し込みがあったときは、障害の特性に配
慮しつつ、利用申込者に対し、サービスの選択に必
要な重要事項(運営規定の概要、従業者の勤務体
制、事故発生時の対応、苦情処理の体制等）をパン
フレット等で説明を行い、書面により同意を得ていま
すか。

A

（2） 利用契約をしたときは、利用者に対し、社会福
祉法第７７条の規定に基づき、書面（契約書、重要
事項説明書）を交付していますか。 A

（3） サービス担当者会議等において、利用者又は
家族に関する情報を提供する際は、あらかじめ文書
（利用登録票等）により利用者又は家族の同意を得
ていますか。

A

３　雇用契約・秘密の保持

第３　 運営に関する基準

１　内容及び手続きの説明および同意

A

A

・重要事項説明書、プライバシーの保
護について契約書をもって行ってい
る。
・本人及び家族に説明し、署名を頂い
ている。家族への同意を当日確認する
こともあった。

２　契約内容の報告等



（1） 利用契約をしたときは、その旨を市町村に対し
遅滞なく報告していますか。 A

（2） サービス利用計画を作成したときは、その写し
を市町村に対し遅滞なく報告していますか。 A

正当な理由なく、サービスの提供を拒んでいませ
んか。

A A

・対応案件が多い場合は断ってしまう
事もある。

適切なサービス提供が困難な場合、他の事業者等
の紹介等の必要な措置を講じていますか。

A A

・別事業所を紹介している

サービスの提供に当たり、受給者証により、支給決
定の有無、支給決定有効期間・支給量等を確かめ
ていますか。 A A

・計画書作成時に確かめている。

５　受給資格の確認

A

・契約内容報告書の提出は契約毎に
提出している。
・即時に計画の提出が出来ず、連絡を
いただく事もあった。

３　提供拒否の禁止

４　サービス提供困難時の対応

６　支給決定の申請に係る援助



支給期間の終了に伴う訓練等給付費の申請につい
て、支給
決定に通常要する期間を考慮し、申請勧奨等の必
要な援助を
行っていますか。

A A

・申請期限に間に合うように担当者会
議を行い、申請についての助言を行っ
ている。
・必要な方には行っているが、基本的
には保護者やご家族に自発的に行っ
てもらっている。

従業者に身分を証する書類を携行させ、初回訪問
時及び利用者又はその家族から求められたときは、
これを掲示する旨の指導をしていますか。 A A

・稀に忘れてしまう事もある。
・身分証明書を携帯し、名刺を渡すよ
うにしている。

（1） 決定代理受領により市町村からサービス利用
計画作成費を支給された場合、利用者に対しその
額を通知していますか。

A A

・代理受領や報告書を手渡しないし、
郵送で通知している。

（1） 管理者は、相談支援専門員に、利用者等から
の日常生活全般に関する相談及びサービス利用計
画の作成に関する業務を担当させていますか。 ―

９　相談支援の具体的取り扱い方針

７　身分を証する書類の携行

８　サービス利用計画作成費の額に係る通知等



（2） 相談支援に当たっては、利用者等の立場に
立って懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又は家
族に対し、サービスの提供方法等を理解しやすいよ
うに説明していますか。また、必要に応じ、同じ障害
を有する者による支援等適切な手法をとっています
か。

B

・立て込んでくると丁寧さに欠けてしま
う事がある。
・以前、障害のある職員が複数人いた
が、現在はいない。

（3） 相談支援専門員は、サービス利用計画の作成
に当たり、利用者の心身又は家族の状況等に応じ、
継続的かつ計画的に適切な福祉サービスの利用が
行われるようにしていますか。

A

・本人及びご家族への聞き取りを行っ
ている。

（4） 相談員専門員は、指定障害福祉サービスに加
え、保健医療サービス又はその他の福祉サービス、
地域住民による自発的な活動によるサービス等の
利用も含めて、サービス利用計画に位置づけるよう
努めていますか。

B

・地域住民による自発的な活動までは
現状手が回らない状態。
・努めてはいるが十分ではない。
・インフォーマル部分に関しては利用
計画に位置付けている。



（5） 相談支援専門員は、サービス利用計画の開始
に当たり、利用者等がサービスを選択しやすいよ
う、地域における指定障害福祉サービスの内容、利
用料等の情報を適正に利用者又は家族に提供して
いますか。 A

・質問があれば提供している。

（6） 相談支援専門員は、サービス利用計画の作成
に当たり、利用者の能力、置かれている環境及び日
常生活全般の状況等の評価を通じて、利用者の希
望する生活や自立した日常生活を送ることができる
よう支援するうえで解決すべき課題等の把握（アセ
スメント）を適切に行っていますか。 A

・適切に行っているかと問われると自
信はない。

（7） 相談支援専門員は、アセスメントの実施に当た
り、利用者の
居宅を訪問し利用者及び家族に面接の上、面接の
趣旨を十分
説明し、理解を得ていますか。

B

・初回アセスメントは自宅訪問をお願
いしているが、拒否をされることもあ
る。その際には事業所で行う事もあ
る。
居宅訪問がすべての利用者に出来る
わけではない。
・十分な説明に欠ける事もある。

・時期をみながら自宅訪問に
ついて声掛けしていく。

（8） 相談支援専門員は、アセスメントに基づき、地
域における障害福祉サービス等の提供体制を勘案
して最も適切な福祉サービス等の組み合わせを検
討の上、サービス利用計画の原案を作成しています
か。

A

・努力しているが、最も適切なサービス
に早期に繋がるかはケースバイケー
ス。サービスに繋がらないケースもあ
る。

・サービス利用が初めての場
合、徐々に慣れていく必要が
ある。
時期をみて情報提供等を行
う。

A



（9） 相談支援専門員は、サービス担当会議（サービ
ス利用計画作成のため、同計画に盛り込んだ福祉
サービスの担当者等を招集して行う会議）の開催、
福祉サービスの担当者への照会等により、福祉
サービスの担当者から、専門的な見地からの意見
を求めていますか。

B

・意見を交わす時間が互いに取れない
事が多い。
・必要に応じて担当者会議を実施して
いるが、電話にて対応する事もある。

（10） 相談支援専門員は、サービス利用計画の原案
に位置づけた福祉サービス等について、法第１９条
第１項に規定する介護給付費等の対象となるかどう
かを区分した上で、利用者又は家族に対し説明し、
文書（サービス利用計画案及びサービス利用計画
書)により同意を得ていますか。

A

（11） 相談支援専門員は、サービス利用計画を利用
者等及び福祉サービスの担当者に交付（提出）して
いますか。

A

・利用者へは必ず交付するが、事業所
への交付を忘れる場合がある。

・事業所ごとのファイルを作成
し写しを保管。定期的に渡すよ
うにしている。

（12） 相談支援専門員は、サービス利用計画作成
後、計画の実施状況の把握（モニタリング）（利用者
についての継続的なアセスメントを含む。）を行い、
必要に応じて計画の変更、事業者との連絡調整等
を行っていますか。

A

（13） 相談支援専門員は、モニタリングに当たり、利
用者及び家族、事業者等との連絡を継続的に行
い、利用者等に面接するほか、その結果を記録して
いますか。 A

（14） 相談支援専門員は、利用者が支給決定の変
更の決定を受けたときはサービス担当者会議の開
催、サービス利用計画の変更の必要性について、
福祉サービスの担当者から専門的な見地
からの意見を求めていますか。

A

・十分に意見を求めきれない事があ
る。

（15） （3）から（11）までの規定は、（12）に規定する
サービス利用
計画の変更を変更する場合にも準じて行っています
か。

A



（16） 相談支援専門員は、適切な福祉サービス等が
提供されていても利用者が居宅において日常生活
を営むのが困難と認められる場合、又は利用者が
障害者支援施設・病院への入院・入所を希望する場
合には、障がい者支援施設等への紹介等の便宜を
図っていますか。

A

・本人のニーズに沿って進めている。
・なるべく図るようにはしているが、受
け入れは難しい。

（17） 相談支援専門員は、障害福祉施設等から退
院・通所しようとする利用者又は家族から相談支援
の依頼があった場合には、居宅における生活へ円
滑に移行できるよう、あらかじめ必要な情報提供及
び助言等を行っていますか。

A

10　利用者等に対するサービス利用計画等の書類の交付

利用者等が他の指定相談支援事業者の利用を希
望する場合その他利用者等からの申し出があった
場合には、利用者に対し、直近のサービス利用計画
及び実施状況に関する書類を交付していますか。

A A

・今までにケースはないが、その場合
は利用者の最善の利益を優先し協力
したいと思っている。

利用者等（計画作成対象障害者等）が、偽りその他
不正な行為によってサービス利用計画作成費の支
給を受け、又は受けようとしたときは、遅滞なく、意
見を付してその旨を市町村に通知していますか。 ― ―

・今までにケースはないが、遅延なく協
力したい。

管理者は、従業者及び業務等の管理を一元的に
行っていますか。また、指定相談支援の基準（自主
点検のポイント）を遵守させるため、必要な指揮命令
を行っていますか。

― ―

（1） 事業所は、次に掲げる重要事項に関する運営
規定を定めていますか。 A

（2） 運営規定と契約書やその重要事項説明書との
記載にくいちがいはありませんか。 A

12　管理者の責務

11 利用者等に関する市町村への通知

A

14　勤務体制の確保等

13　運営規定



（1） 利用者等に対して適切なサービスが提供できる
よう、従業者の勤務体制を定めいていますか。

B

・職員各々の事情を鑑み、勤務体制はそ
れぞれとなっている。その中でなるべく良
い支援が出来るように努めてはいるが、適
切なサービス提供となっているかの判断は
難しい。

（2） 従業者の資質向上のため、研修の機会を
確保していますか。 B

・研修参加の案内は定期的に来ては
いるが、参加の為の全体的な調整は
執り行ってはいない。

事業を行うために必要な広さの区画を有するととも
に、指定相談支援に必要な設備及び備品等を備え
ていますか。

B B

・別室の相談室も備えている。しかし、
部屋を横ぎらなければ行けない為、単
独の部屋があると良いと考える。

（1） 従業者の清潔の保持及び健康状態について、
必要な管理を行っていますか。 ―

（2） 事業所の設備及び備品等について、衛生的な
管理に努めていますか。 ―

事業所の見やすい場所に運営規定の概要、勤務体
制その他利用者申込者のサービスの選択に資する
重要事項を掲示していますか。 A A

当該事務所について広告をする場合、その内容が
虚偽又は誇大なものとなっていませんか。 A A

（1） 事業者及び管理者は、サービス利用計画の作
成又は変更に関し、当該事業所の相談支援専門員
に対して特定の事業者（例えば同一法人系列の事
業者）を計画に位置づけるへき旨の指示を行ってい
ませんか。

A

（2） 相談支援事業者は、サービス利用計画の作成
又は変更に関し、利用者等に対して特定の事業者
によるサービスを利用すべき旨の指示を行っていま
せんか。

A

B

15　設置及び備品等

16　衛生管理等通知

―

17　掲示

18　広告

A

19　障害福祉サービス事業者等からの利益収受等の禁止



（3） 事業者及び従事者は、サービス利用計画の作
成又は変更に関し、利用者等に対して特定の事業
者によるサービスを利用させることの対償として、当
該事業者から金品その他の財産上の利益を収受し
ていませんか。

A

（1） 年齢相応の応対、言葉かけ、呼称を使っている。

A

・ご本人の意向をお聞きし、時に年齢
不相応な呼称をつかう事もある。

（2） 指導的立場ではなく、支援の視点で関わっている
A

・ここ最近、苦情はないが過去にあっ
た際は記録を残していた。

（3） 利用者への暴力や虐待行為に対して、懲罰規
定や研修会等の防止策がとられている。 A

（1） 利用者又は家族からのサービスに関する苦情
に迅速かつ適切に対応するため、必要な措置（相談
窓口の連絡先、苦情処理の体制及び手順等の運営
規程や重要事項説明書への記載、事業所に掲示）
を講じていますか。

A

（2） 苦情について、受付日、内容等を記録して
いますか。 A

（3） 提供したサービスに関し、法第10条第1項の規
定により市町村が行う文書等の提出、提示の命令、
当該議員からの質問、当該事業所の帳簿書類等の
検査に応じていますか。また、利用者等からの苦情
に関して市町村が行う調査に協力し、市町村から指
導等があった場合は、必要な改善を行っています
か。

―

（4） 提供したサービスに関し、法第11条第2項の規
定により県知事が行う帳簿書類等の提出提示の命
令、当該職員からの質問(実地指導）に応じています
か。また、利用者等からの苦情に関して県知事が行
う調査に協力し、県知事から指導等があった場合
に、必要な改善を行っていますか。

―
―

A

21　苦情解決

20　人権擁護（利用者とサービス提供者の対等な関係性への配慮）



（5） 提供したサービスに関し、法第48条第1項の規
定により県知事又は市町村長が行う帳簿書類等の
提出・提示の命令又は当該職員からの質問、帳簿
書類等の検査に応じていますか。また、利用者等か
らの苦情に関して県知事又は市町村長が行う調査
に協力し、県知事又は市町村長から指導等があっ
た場合は、必要な改善を行っていますか。

―

（6） 県知事などから求めがあった場合に、（3）から
（5）の改善内容を報告していますか。 ―

（7） 運営適正化委員会が社会福祉法第85条の規
定により行う苦情解決に向けた調査、幹錠できる限
り協力していますか。

―

（1） 利用者へのサービス提供に際し事故が発生し
た場合は、県、市町村、当該利用者の家族に連絡を
行うとともに、必要な措置を講じていますか。 ―

・ご家族、市町村に対しては担当者レ
ベルで連絡している。

（2） 事故の状況及び事故に際して採った処理につ
いて、記録していますか。 ―

（3） 利用者へのサービス提供に際し賠償すべき事
故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行って
いますか。 ―

従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整
備しているか、また、次の記録についてサービスを
提供した日から5年間保存していますか。 A A

―

23　記録の整備 

22　事故発生時の対応　 
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